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（市長メッセージ）

令和○年○月

岸和田市長 佐野 英利
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第１章 人材育成基本方針の改定
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方針改定の背景

「岸和田市人材育成基本方針」は、本市の人材戦略のマスタープランとして、平成14年3月に策定されました。これまでの方針は、向上心のある職

員、主体性のある職員を積極的に支援し、行政運営のコア（核）となる「個性ある人材」の育成をコンセプトとしており、人材の育成や活用に係る

取り組みの方向性を具体的に示してきました。

今回、本方針の改定に至った背景は、大きく２つあります。

こうした背景から、人材の育成や活用だけでなく、“確保”の視点を入れ、これまでの取り組みの進め方や、取り組みそのものを見直し、職員がやり

がいを感じながら能力を向上・発揮できる環境を整えていく必要があると考えます。

これまでの方針の理念や課題を引き継ぎつつ、 「人材育成・確保基本方針」として、将来にわたって必要な人材の育成・確保・活用にかかる取

り組みの方向性を示す実効性のあるものに改定します。

１．時代の変化 ／ 人口減少や少子高齢化等により様々な社会課題がより深刻化しており、私たちを取り巻く社会情勢は大きく変化しています。SDGｓ

やDX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進、価値観の多様化など、こうした社会の変化に伴い、行政課題や行政に求められ

るニーズも複雑化し、組織のあり方や職員一人ひとりに求められる能力や知識も変化しています。

また、生産年齢人口減少が減少し、職員数の大幅な減少が見込まれる中、市民に必要なサービスを持続的に提供していくためには、

「個人」の意識改革・能力開発だけではなく、「組織」として連携・協力しながら生産性を向上させる必要があります。

さらに、人材獲得競争の激化や雇用の流動化が進む中、ワークライフバランスの重視、多様な働き方や価値観の尊重、家庭環境や心

身の違いに対する配慮など、多様性を認め合う姿勢も求められています。

２．方針の形骸化 ／ 方針では、「事業の実現や組織運営において、人こそが成否を左右する最も重要な資源である」という考えのもと、組織運営の課題

や人事管理の中心である昇任・処遇・配置・評価を含めた人事制度改革の方向性を示していましたが、実現にまで至っていない取り組

みや課題が多く残されたままとなっています。
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方針の位置づけと役割

本方針は、都市経営の最上位計画である総合計画を推進し、本市の将来像を実現するための、持続可能な市政運営における人材戦略のマスタープ

ランとして位置づけます。総合計画に紐づく分野ごとの個別計画に、横ぐしをさす分野横断的な方針です。

将来ビジョン・岸和田

“新・岸和田”づくりの総合計画

みんなでめざすまちの将来像

人材戦略 岸和田市人材育成・確保基本方針

研修
ＯＪＴ

職場環境
採用

離職防止
キャリア
昇任昇格

給与 人事配置 人事評価

分野ごとの個別計画

方針の役割

本方針は職員の能力を最大限に引き出し、発揮させ、職員の成長が組織力の向上につながるよう、人材の育成・確保・活用を戦略的に推進するた

めの指針となるものです。また、現状と課題を分析した上で、採用や研修といった部分的な取り組みだけでなく、人事管理の中心となる昇任昇格、

処遇、配置等にかかわる取り組みの推進や制度の再構築における方向性を示しており、職員一人ひとりの成長や組織による職員の育成をサポートす

るための“道標”でもあります。

方針の位置づけ
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１ ２ ３

人材育成から人材育成・確保へ

これまでの人材の育成・活用に関する基

本方針に、“確保” の視点を加え、採用や離

職防止といった点についても、取り組みの

方向性を示した“人材育成・確保基本方針”

へと改定します。

これまで掲げてきためざすべき職員像や、

組織として育成を図る人材像の考え方を引

き継ぎつつ、より分かりやすく職員のめざ

す姿を設定します。

また、職員のめざす姿だけでなく、“組織

全体としてどうあるべきか” 、“職員が働く

うえで理想的な職場環境とは何か”を考え、

組織、職場のめざす姿についても本方針で

示しています。

めざす姿の実現に向けて、各職階におい

て求められる役割や具備すべき能力等を明

確化します。本方針が人材育成や自己啓

発・能力開発のための「道標」となるよう、

「組織としてどのように人材を育成するの

か」、「職員としてどのように成長してい

けばよいのか」といった育成・成長の方向

性を、本方針において確立します。

職員の意識改革のため、組織や職員、

職場のめざす姿を再整理

職階ごとに求められる役割や能力、

職員の育成イメージ等の可視化

本方針の主な改定ポイント
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第２章 組織・職員・職場のめざす姿
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組織・職員・職場のめざす姿の関係性

めざす姿を示すうえで、まずは、組織のあるべき姿をめざす姿として定義し、めざす組織の構成員である職員はどうあるべきかを考え、職員のめざす

姿を定めました。

なお、職員のめざす姿については、実現に向けたより具体的な行動指針を定め、岸和田市職員としてのあるべき姿を明確にしています。

そして、「めざす姿」の実現に向けて頑張る職員を支えるための理想的な職場環境を「職場のめざす姿」とし、職員が互いの強みと弱みを補完し

合い、いきいきと働きやすい環境整備に取り組むことで、組織として生産性の向上を図ります。

組織のめざす姿
総合計画に掲げるまちの将来像を実現のため、行政が求められる役割を果たす

ことのできる組織のあるべき姿

職員のめざす姿
めざす組織を構成する職員のあるべき姿

職場のめざす姿
組織、職員のめざす姿の実現が促進される職場環境
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組織のめざす姿

岸和田の未来のために団結し、社会や時代とともに変化に適応する組織

職員は個人の立場で仕事をしているのではなく、組織の一員として仕事をしています。

総合計画に掲げる岸和田市の将来像の実現に向けて、全職員が目標を共有し、団結して

取り組むことが必要です。

また、複雑・多様化する課題解決のためには、「個人」だけではなく、「組織」として

社会の潮流や時代の変化に応じて、柔軟にしていくことが求められます。

このような観点から組織が縦割りに陥ることなく、全職員が連携・協力するという意識

のもと、「団結する」・「変化に適応する」ことをキーワードとして「組織のめざす姿」

を定めました。
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市民から信頼される職員

職員のめざす姿

市民からの信頼を得るためには、公務員の基本となる倫

理観を備え、責任をもって仕事に従事する姿勢が重要です。

市全体を俯瞰し“市にとって何が最適か”という視点を持

ちつつ、常に「市民目線」に立って仕事をすることが求め

られます。

また、信頼は、市民からだけではなく、共に協力して働

く仲間から得ることも大切です。職場の仲間と信頼関係を

構築するためには、十分にコミュニケーションをとり、適

切に役割を分担し、互いに協力し合いながら業務を遂行す

る必要があります。相手の立場に立って物事を考え行動し、

“この人なら大丈夫”といわれる安心感を与えることのでき

る職員をめざしましょう。法令、規則、ルールを遵守し、

公平公正に業務にあたることが、その第一歩となります。

 常に市民目線を意識し、真摯かつ誠実に仕事に取り組もう！

 法令、規則、ルールを理解・遵守し、公平公正に事務を遂行しよう！

 コミュニケーションを積極的にとり、自分の仕事だけでなく互いに助け

合い、協力しあおう！

 市職員としての責任と使命を自覚し、任された役割・仕事を全うしよう！

 自分の立場や意見を押し付けるのでなく、相手の立場も理解したうえで

丁寧な説明を心がけよう！

職員の行動指針 市民目線の意識 ／ 倫理観を持つ
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熱意をもって挑戦する職員

生産年齢人口の減少や、行政課題の複雑化・多様化に伴

い、職員の業務負担が増加する中、組織の生産性の向上を

図るためには、職員一人ひとりが自分自身の能力を高め、

前向きに挑戦し続ける人材へと成長することが求められま

す。

そのため、「理由なく現状を維持するのではなく、常に

“見直し改善していく“姿勢」を持ち、デジタル技術の利活

用や客観的な分析を踏まえ、従来のやり方に捉われない柔

軟な思考で、市にとってよりよい変革をもたらす職員をめ

ざしましょう。

職員のめざす姿

 理想と現状のギャップを正しく認識し、課題解決のために共通の理解を

持とう！

 常に“何が岸和田市にとって最適か”を考え、客観的な視点で市の実状を

的確に把握しよう！

 前例踏襲ではなく、組織や仕事を改善・改革していこう！

 常に「学び」を意識し、能力を高め続けることで、自分自身も変革して

いこう！

 失敗を恐れず、積極的にチャレンジしよう！

職員の行動指針 全体最適化の意識 ／ 変革力を持つ
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職員のめざす姿

目標に向けて自ら考え、

自ら行動する職員

複雑・多様化する課題解決のためには、職員がその課題

の当事者意識を持ち、効率的に業務を遂行することが求め

られます。

また、組織として高い水準で目標を達成するためには、

職員一人ひとりの自主性や、互いに協力し計画的に取り組

む姿勢が重要です。

そのため、個人や組織として掲げる目標の達成や課題解

決に向けて、“自らの意志で行動できる”職員をめざしま

しょう。

 具体的な目標を定め、計画的に進捗管理を行い、着実に達成しよう！

 岸和田市をよくするために自分自身の意志をもって行動しよう！

 一人ひとりの意欲や能力を引き出し、チームのモチベーションを高めて、

成果につなげよう！

 自らが習得した能力を活用し、自身だけでなく周囲の職員の意欲も高め、

成果につなげよう！

職員の行動指針 当事者意識 ／ 計画性を持つ
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職員の活躍・成長を支え、

一人ひとりが能力・意欲を余すことなく発揮できる環境

組織の生産性を高めるとともに、人材の育成・確保・活

用を図るためには、一人ひとりの職員を大切にし、職員の

意欲や能力を最大限引き出すことが欠かせません。

また、職員が進んで助け合う風土や人を育てる文化をつく

ることが、組織づくりの核となり、組織をより強靭にしま

す。

職員の身体的・精神的な健康を保ち、仕事と生活の調和

（ワークライフバランス）を充実させ、職員がやりがいや

充実感を持ちながら“いきいき”と働く職場環境が、そうした

風土や文化の醸成を促進すると考えます。

職場のめざす姿

 職員それぞれが自己の「強み」を活かすとともに、お互いに「弱み」を

補完し助け合う環境

 職場に活気があり、職場内の誰に対しても意見や気持ちを安心して伝え

られる環境

 職員一人ひとりを守り大切にする環境

 仕事と生活のバランスをとり、身体的、精神的な健康を大切にする環境

 職員が働きやすく、能力を余すことなく発揮できる環境

具体的な職場環境
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職階ごとに求められる役割と能力

職員に求められる役割や能力は、主に役職別で異なります。現在の自らのあり方を考え、将来めざす方向性の自

覚を促すため、組織・職員のめざす姿や行動指針の内容も踏まえ、各職階の職責や役割、求められる能力を具体的

に示します。
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職員のキャリアイメージと職階ごとの役割

定型的な業務を正確かつ迅速に遂行する

高度な知識経験を必要とする業務を正確かつ迅速に遂行する

上司の指揮監督のもと、担当業務遂行の主軸となるとともに、後進の指導・育成を行う

業務遂行のリーダーとして、部下の指揮監督を行うとともに、自らも先頭に立って業務を遂行する

担当員

担当員
（高度）

主査
主任

担当長

職場全体の管理を担いつつ、自らも先頭に立って職務を遂行することにより、組織目標達成や課題解決の主

軸となる

職場全体をまとめる管理職として、組織内外の交渉折衝や職場全体の調整・管理を担うことにより、

マネジメント全般を補佐する

課の運営責任者として、課の業務全般を統括し、部下の指揮監督を行う

部の運営責任者として、部の業務全般を統括し、部下の指揮監督
を行う

主幹

参事

課長

部長

1年目～●年目

●年目～●年目

●年目～●年目

●年目～●年目

担当監
元管理監督職としての経験・知見を活かし、課全体
の幅広い業務に従事するとともに、課全体の調整・
支援や課員の指導育成を行う。
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職員の
めざす姿

求められる能力 部長 課長 参事・主幹 担当長 主査・主任
担当員
（高度）

担当員 担当監

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ス
キ
ル

２ 構想力 ◎

３ 組織統率力 ◎

３ 行政経営能力 ● ◎

１ 危機管理能力 ● ◎

２ 政策形成能力 ● ● ◎ ●

１ 折衝調整能力 ● ● ◎ ●

３ 目標管理能力 ● ● ◎ ●

３ 部下評価能力 ● ● ● ◎ ●

３ 職場管理能力 ● ● ● ◎ ●

３ リーダーシップ ● ● ● ◎ ●

２ 課題解決能力 ● ● ● ● ◎ ●

３ 目標設定能力 ● ● ● ● ◎ ●

３ 指導育成能力 ● ● ● ● ● ◎ ●

１ 高度な業務遂行能力 ● ● ● ● ● ◎ ●

１ 協調性 ● ● ● ● ● ● ◎ ●

３ 自主性・計画性 ● ● ● ● ● ● ◎ ●

２ 自己啓発力 ● ● ● ● ● ● ◎ ●

１ コミュニケーション能力 ● ● ● ● ● ● ◎ ●

１ 業務遂行能力 ● ● ● ● ● ● ◎ ●

２ デジタルリテラシー ● ● ● ● ● ● ◎ ●

１ 倫理観 ● ● ● ● ● ● ◎ ●

職階ごとに求められる役割・能力

◎新たに求められる能力 ●すでに具備している能力 各階層における特に重要な能力
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求められる能力の定義

構想力
長期的な視野で市の未来を見据えながら担当分野の重要な課題を把握した上で、関連部署の組織目標、方針、

事業の優先順位等を定める力

組織統率力

行政経営能力

組織全体のビジョンや組織の目的・方向性・具体的な戦略を明確に示し、強い指導力をもって関連部署の統

率を行う力

市民や地域に成果をもたらすための活動・営みを推進するために、組織内の資源（予算・人員・物資・時間

など）を柔軟かつ有効に活用する力

危機管理能力
予期しない緊急事態や問題が発生した際に、迅速かつ冷静に対応し、被害を最小限に抑え、事態を適切に収

束させる力

政策形成能力
社会情勢や市民のニーズを分析した上で、具体的な政策を計画・立案し、関係者との調整や政策の実行・評

価・改善までを行う力（ＰＤＣＡサイクル）

折衝調整能力
異なる立場や意見を持つ人々や組織間で、対立や意見の食い違いを調整し、協力関係を築くための最適な合

意点を見つけ出す力
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目標管理能力
部下が設定した目標の達成に向け、プロセス・計画・スケジュールを把握・管理しながら適切にサポートす

る力

求められる能力の定義

職場管理能力
自身や部下の職責・役割に応じた役割分担を行い、部下の意欲や働きやすさを引き出すための職場環境作り

や雰囲気の醸成を行う力

部下評価能力
部下の強みや改善点を把握した上で、仕事の成果や行動を適切に評価し、その結果を元にフィードバックを

行い、成長を促す力

リーダーシップ

課題解決力

目標設定力

組織のメンバーが共通の目標に向かって積極的に取り組めるようビジョンを示した上で、的確な指示や迅速

な意思決定を行う力

必要な情報を集め、担当業務の問題・課題を正確に把握・分析した上で、最適な解決策を見出して実行する力

チームや組織内での自身の職責や役割を正確に理解した上で適切な目標を設定し、達成に向けたプロセスを

具体化する力
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求められる能力の定義

指導育成能力

高度な業務遂行
能力

協調性

相手の能力や特性を把握した上で適切に指導・サポートし、能力やモチベーションを引き出しながら、効果

的に成長を促す力

高度かつ複雑な業務を正確かつ迅速に遂行する力

チームや組織の一員として、自分の意見を持ちつつ他者の意見も尊重しながら、お互いに協調・協力して成

果を出す力

自主性・計画性

自己啓発力

コミュニケー
ション能力

自分から積極的に考え行動する力・業務遂行のための具体的な方法やスケジュールを考え実行する力

新しいスキルや知識を積極的に学び続ける意欲を持ち、能力だけでなくや自分自身の考え方、価値観、態度を

も向上させていく力

相手の話の要点を理解し共感を示す力・論理的かつ分かりやすく自分の意見や情報を伝える力

19



求められる能力の定義

業務遂行能力

デジタル
リテラシー

倫理観

一般的な業務を正確かつ迅速に遂行する力

自治体職員として必要なデジタルスキル・知識を習得し、デジタルツールを活用して業務効率化や行政DXの

取り組みを推進する力

市民からの信頼と公共の利益を最優先に考え、法令や服務規律を遵守し、公正かつ誠実に職務を遂行する力

求められる役割・能力の明確化は、今後管理職を目指す職員にとっても、身につけるべき能力や果たすべき職責が把握しやすくなることから、職

員の自発的な能力開発の促進につなげることも期待できます。

また、昇任昇格管理の適正化のためにも、それぞれの職階に求められる能力を持ち、役割・職責を果たすことのできる職員を適正に評価した上で、

昇格させるといった運用を徹底していく必要があります。

必要とされる能力を備え、求められる役割・職責を果たせる人材を組織的に育成していくため、また、全ての職員が組織・職員の目指す姿に到

達するため、「職階ごとに求められる役割・能力」を、人材育成・人事評価・昇任昇格管理に有効活用します。
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第３章 現状と課題

方針の策定から20年以上が経過し、社会情勢も大きく変化しています。今回の改定にあたり実施した職員意識調

査の結果や社会情勢等も踏まえ、本市の現状と課題を整理します。
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課題の全体像

組織力の低下

業務改革・課題解決への姿勢

マネジメント層の意識 職員・管理職の
意識に関する課題

組織課題の共有や組織のガバナンスが不十分

部署間の連携・協力体制の強化が必要組織風土・文化
に関する課題

「行政運営・組織運営における根本的な課題の解決」「組織目標の達成」が実現しない

人材確保の困難性が増している

人材確保に関する課題

課題発生の主な要因

年功的で横並びの人事管理 戦略的な人材育成や人材配置の仕組みが不十分 働きやすさを感じにくい職場環境

本市が総合計画に掲げるまちの将来像や、組織目標は、現状においても抱える行政運営の根幹を揺るがす課題の解決なくして、実現・達成するも

のではありません。目標の達成に向けて着実に歩みを進めているものの、長年抱える行政運営における根本的な課題の解決は停滞しています。

このまま課題解決が停滞し続けると、組織力がどんどん低下し、いつまで経っても組織理念や目標の達成・実現は成しえません。また、職員が成

長を重ねながら能力を最大限発揮し、いきいきと働くことのできる環境や制度が整っていなければ、職員のモチベーションも低い状態となり、意識

改革や組織風土の改善も困難になるだけでなく、職員の離職にまでつながる恐れがあります。

本方針では、こうした人材育成・確保における現状と課題の全体像を明らかにし、それぞれの課題や課題原因について具体的に整理しています。
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市の構造的な行政課題の解決が停滞

行政運営・組織運営に関する問題

本市はこれまで三度もの財政危機に直面し、人件費削減や財産売却等の対症療法で乗り越えてきました。しかし、行政運営の根幹を成す財政の構

造的な脆弱性を克服するまでには至っていません。

令和5年3月に策定した『岸和田市新行財政改革プラン』において、持続可能な行政運営に向けた構造的課題が明示されています。『岸和田市新行

財政改革プラン』には、これまでの行財政改革に関する各種計画やプランに繰り返し挙げられてきた課題や取り組みも多く含まれていますが、課題

解決に向けた議論や取り組みは長期間停滞しています。

10.7%

13.0%

14.5%

20.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03

財政調整基金等残高の標準財政規模比－府内都市との比較

岸和田市 大阪府内都市
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累計収支 累計収支見通し

財政危機財政危機
財政危機

財政健全化３ヵ年
アクションプラン

きしわだ行財政
再生プラン

行財政
再生プラン

収支改善
137.1

収支改善
162.3

収支改善
125.3

（億円）

※ 累積収支は、黒字の場合は、実質収支額、財政調整基金残高、減債基金残高の合計金額を、赤字の場合は、実質収支の赤字額を計上 地方財政状況調査 ／ 総務省 より
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行政運営・組織運営に関する問題

これまでの方針の取り組みや理念の実現が不十分

これまでの方針では、人材育成の必要性について、『事業を実施するのも、

行財政を運用するのもすべて「人」であり、人材を持たない組織は、いくら

すぐれた計画・組織があっても、実行力を持つことはできない』としていま

す。

そして、「人事制度を人材育成に生かすという発想が不十分であったり、

人事に関することは「聖域」という見方が依然として残っているため、人事

管理の中心となる昇任、処遇、配置にかかわる制度や、その運用については、

ここ何十年間ほとんど改革されなかったのが実状」として、「職員をどのよ

うに活用し、意欲を引き出し、意識改革と組織の活性化をはかっていくのか。

これらを明確にした上で現在の人事諸制度を改革し、戦略的・総合的な人事

制度として再構築します。」と唱っています。

しかしながら、結果として策定した方針が職員に浸透することなく、掲げ

た取り組みの実行も不十分なまま、現在にまで至ります。

9%

34%

35%

22%

概ね内容も理解している

見たことがある

知っているが内容は把握していない

知らなかった

あなたは「岸和田市人材育成基本方針」を知っていますか。

概ね内容も理解している ９％
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問題に起因する主な課題【職員・管理職の意識に関する課題】

業務改革や課題解
決への姿勢

行政DX推進に係る職員アンケート*（以下、「行政ＤＸ職員アンケート」）や職員意識調査の結果から、これまでの方針でも

課題として指摘してきた「改革・改善には消極的な職場」が、現在においても継続して抱える課題であることが分かります。

“いつか、誰かが解決してくれるのではないか”という楽観姿勢と、解決を先送りにし“自分が当事者とならないようにするこ

と”に労力を費やしてしまうといった消極的な姿勢が、職員に潜在化しているのではないでしょうか。

官庁組織については、一般的に、現状を維持しようとする自己防衛本能が働く傾向が顕著であるとされています。こうした組

織の体質が職員にも染み込み、消極的な意識を生み出してしまっている可能性があります。

職員が当事者意識をもって積極的に業務改革や課題解決に取り組むための意識改革と、職員の積極的な姿勢と取組が適正に評

価される仕組み作りが急務です。

とてもそう思う・少しそう思う ３８％
6%

32%

32%

22%

8%

とてもそう思う

少しそう思う

どちらでもない

あまりそう思わない

全くそう思わない

あなたの所属部署は現状に満足せず、変革を受け入れるオープンな文化であると

思いますか。

6%

43%
39%

12%

そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

社会情勢や環境の変化に対応できている。

あまりそう思わない・そう思わない ５１％

＊行政ＤＸ職員アンケートの対象
≫すべての正職員
（市民病院勤務の職員のうち行政職以外の職員（医師・医療技術職・看護師等）、産業高等学校教諭、保育士・幼稚園教諭を除く）

職員意識調査（令和6年度実施）の対象
≫すべての正職員
（市民病院勤務の職員のうち行政職以外の職員（医師・医療技術職・看護師等）、産業高等学校教諭、消防職を除く）
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問題に起因する主な課題【職員・管理職の意識に関する課題】

マネジメント層
の意識

管理監督職の重要な役割は、組織目標の達成や課題解決に向けて、部署内の人員や業務等を適正に割り振り、業務の進捗や部

下をマネジメントすることです。そして、大きなトラブルや困難な場面に遭遇した際は、矢面に立って対応しなければなりません。

一方で、組織の責任者として求められるマネジメントレベルも高いことから、その責務や重圧に耐えきれず、消極的な姿勢が

表面化してしまう傾向にあります。

これまでの方針でも、「管理職のリーダーシップが不十分」であることを指摘してきました。マネジメントを効果的に機能さ

せるために、組織のリーダーであるマネジメント層の意識改革と、組織目標の達成が適正に評価される仕組み作りが急務です。

4%

27%

41%

22%

6%

とてもそう思う

少しそう思う

どちらでもない

あまりそう思わない

全くそう思わない

変革マインド、チャレンジ、モチベーションアップ、リーダーシップ等

の成長マインドが自身にあると思いますか。 【主幹級以上の回答を抽出】

とてもそう思う・少しそう思う ３１％ 6%

28%

38%

28%

そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

職員間の業務量や業務内容に不公平感がない（特定の人に仕事が偏ったりしていない）。

そう思わない・あまりそう思わない ６６％
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問題に起因する主な課題【組織風土や文化に関する課題】

組織課題の共有や

組織のガバナンス

が不十分

多くの課題解決が停滞する現状を打破するためには、職員個々の意識改革だけでなく、全庁的な組織課題の共有と組織のガバ

ナンス強化に向けた仕組みや制度が不可欠です。こうした制度や仕組みの構築により、市長をトップとした組織のガバナンスを

強化し、取り組みの進捗を適正にコントロールしていく必要があります。

部署間の連携・協

力体制の強化が

必要

行政ＤＸ職員アンケートの結果から、部署間の協働や連携の促進に課題があることが分かります。本市が抱える課題は関係部

署で連携・協力しないと解決につながらないものも多いですが、自身の所属する課や担当の都合や論理だけが優先されると、部

署間の対立が発生し、課題解決を阻んでしまいます。市や組織全体のために職員一丸となって取り組むという意識の醸成が欠か

せません。

2%
14%

31%
33%

20%

とてもそう思う

少しそう思う

どちらでもない

あまりそう思わない

全くそう思わない

岸和田市全体として、組織内で部署間の協働が促進されていると思いますか。

とてもそう思う・少しそう思う １６％
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人材確保に関する課題

人材確保の困難性
が増している

人口減少や少子高齢化が進む中、地方自治体における人材不足については、今や社会課題となっており、本市においても必要

な職員数を確保することが困難な状況になりつつあります。

一般行政職の自己都合・早期退職者数は、年々増加傾向にあり、特に技術職（土木職）では、慢性的に職員を採用できていな

い状況にあります。また、休職者や休業取得者数も各年度において増減があるものの、10年前と比較すると約２倍以上に増加し

ており、休職・休業の諸制度が浸透した半面、退職者や休職者等の増加により欠員が生じやすい状況になっています。

退職や休職については様々な要因があるものの、心身の不調やハラスメント、特定の職員に大きな負荷がかかっている状況な

ど組織や管理職のマネジメントにより予防・対策できるものについては、未然に防ぐ必要があります。

必要な職員数が確保できない・ノウハウをもった優秀な職員が定着せず離職していくことは、安定的な行政サービスの提供と

いう行政経営の根幹を揺るがしかねません。人材確保については、本市で新たに働く職員を採用するという観点と現在勤務する

職員が長く働き定着するという観点の２軸から取り組みを講じることが急務です。
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課題発生の主な要因

働きやすさを感じにくい職場環境

 行政ＤＸや管理職のマネジメント等による過度

な時間外勤務の削減

 多様かつ柔軟な働き方を認める制度や仕組みの

浸透

職員の意識改革や戦略的な人材育

成・人事配置の仕組みが不十分

 職階、職種ごとに求められる能力等に基づいた

体系的な人材育成プログラムの整備

 マネジメント職（管理監督職）育成の強化

年功的で横並びの人事管理

 能力や意欲、実績を適切に評価する仕組みづく

りと効率的な組織経営のための戦略的な人員配

置

 目標管理評価制度に基づく組織目標や計画の適

正な進捗管理

 職員個々のキャリアアップやスキルアップのイ

メージの共有が必要

それぞれの課題が発生する要因は様々ありますが、主だったものとして人事諸制度や職場環境の問題が挙げられます。

こうした人事諸制度や職場環境の問題は、職員のモチベーションに大きく影響します。現状、職員のモチベーションは決して高い状態であるとは

言えず、職員意識調査において、高いモチベーションを保ちながら、仕事ができていると感じている職員の割合は半数以下となっています。

また、職員の働くモチベーションについては、「給与や手当」、「仕事とプライベートの両立」、「仕事の目的・目標の達成」「自身の成長や能

力向上」が上位を占めています。

一方で、給与や昇任・昇格管理は、年功的で能力や実績の評価が反映される制度・運用にはなっておらず、時間外勤務時間数は府内ワーストを記

録しているなど、職員がモチベーションを維持・向上していくことができる環境ではありません。

また、これまでの方針に掲げてきた人材育成に関する様々な取り組みが未実施であり、各職階に求められる能力が具体化されていないことからも、

人事管理・人事配置等で個々の成長を後押しする機会や、組織にとって求められる能力を段階的に伸ばすための育成手法が不十分であると言えます。29



そう思う・どちらかといえばそう思う ４１％

23

69

105

147

201

261

304

409

476

649

0 100 200 300 400 500 600 700

給料や手当 仕事とプライベートの両立 仕事の目的・目標の達成

自分の成長や能力向上 上司や同僚との人間関係 自分の長所や知識、経験の活用

地域社会や地域経済への貢献 様々な人や組織との交流 上司や周囲からの評価

その他

あなたが考える「働くモチベーション」は何ですか。（最大３つまで選択）

給料や手当

仕事の目的・目標の達成

仕事とプライベートの両立

8%

33%

39%

20%
そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

あなたは、今、やりがいを感じたり、高いモチベーションを保ちながら、仕事ができて
いると思いますか。

22%

35%

28%

15%

そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

あなたは定年まで本市で働きたいと思いますか。

そう思う・どちらかといえばそう思う ５７％

課題発生の主な要因
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課題発生の主な要因

年功的で横並びの

人事管理

本市の人事給与制度や昇任昇格管理は、国家公務員や他の自治体と比べて年功的で横並びの傾向が強く、職員の成果や能力が

評価や処遇に反映されにくい仕組みとなっています。職務・職責との対応が不十分かつ昇格による給与差が小さい給与体系であ

り、人事評価の結果が昇給や勤勉手当に反映されないなど職員のがんばる意欲や昇格意欲が湧きづらい制度になっていることか

ら、職員のモチベーション低下につながっていると考えらます。

職員意識調査においても、職員の能力・実績の処遇への反映が不十分、昇任昇格管理の基準が不明確と感じている職員が多く、

これまでの方針においても、「年功序列人事」での温情的な処遇は、意味をなさなくなっているとしています。

このような環境では、困難な目標を達成しても評価されず、「頑張っても頑張らなくても同じ」という意識が広がり、課題解

決がさらに遅れる悪循環に陥る恐れもあります。

14%

16%

40%

18%

12%

昇任･昇格したい

どちらかというと昇任･昇格したい

どちらでもよい（職場で必要ならば昇任･昇格
してもよい）

どちらかというと昇任･昇格したくない

昇任･昇格したくない

あなたは、自分の昇任・昇格についてどのように考えていますか。

昇任･昇格したい どちらかというと昇任･昇格したい ３０％

13

56

61

73

91

132

227

0 50 100 150 200 250

年収を上げたい

新たな経験・スキルを積みたい

自分の可能性を追求したい

明確な目標をもって仕事をしたい

仕事をするうえで必要不可欠

周りに認められたい

その他

前問で「昇任･昇格したい」「どちらかというと昇任･昇格したい」と答えた方にお聞きします。

そのように思う理由は何ですか。（最大３つまで選択可）

年収を上げたい
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課題発生の主な要因

28%

47%

15%

4%
6%

そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

勤続年数が浅いため、答えられない

あなたは、現在の昇任管理の在り方について、より客観的かつ明確な基準があった方

がよいと思いますか。

2%

24%

43%

25%

6%

そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

勤続年数が浅いため、答えられない

あなたは、職員の能力や実績が適切に処遇（昇格、昇給、期末勤勉手当、管理職手当

等）に反映されていると思いますか。

そう思う・どちらかといえばそう思う ７５％ そう思わない・あまりそう思わない ６８％
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課題発生の主な要因

職員の意識改革や
戦略的な人材育

成・人事配置の仕
組みが不十分

本市が抱える困難な課題解決に向けては、必要な能力や資質を備えた職員の存在と戦略的な人員配置が必要不可欠です。

職員意識調査では、人材育成の手段として特に重要と思うものとして、「職員の特性や能力を活かした人事異動」が１位と

なっています。一方で、適材適所な人員配置行われているかについては、53％が「あまりそう思わない・そう思わない」と回答

していることから、人事情報や個人の適性等を踏まえた適材適所の人員配置が不十分であると言えます。

また、各職階に求められる役割や能力が明確になっておらず、周知もされていません。そのため、各職員のキャリアに合わせ

た人材育成や自己啓発・能力開発のための「道標」が不足しています。

職員の意識改革やマネジメント力強化に資するような育成プログラムの整備や、職員の成長と適切な評価を目的とした人事評

価制度を再構築することで、職員の働く意欲や能力を引き出し、職員・組織のめざす姿の実現に繋げていく必要があります。

37

66

87

111

155

247

250

383

530

624

0 100 200 300 400 500 600 700

職員の特性や能力を活かした人事異動

役職ごとに求められる役割や必要な能力の明確化・浸透

役職、職種、部署ごとの育成プログラムの整備

職場内での積極的な指導や研修実施

人材育成を意識したジョブローテーション

専門人材、外部人材の活用

外部研修や外部派遣の充実

キャリアパスの明示やキャリア相談会の実施

職場以外での自己啓発

その他

あなたが「人材育成」の手段として特に重要と思うものを選んでください。（最大３つまで選択）

職員の特性や能力を活かした人事異動

役職ごとに求められる役割や必要な能力の明確化・浸透

役職・職種・部署ごとの育成プログラムの整理
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課題発生の主な要因

9%

34%

35%

22%

概ね内容も理解している

見たことがある

知っているが内容は把握していない

知らなかった

あなたは「岸和田市人材育成基本方針」を知っていますか。

概ね内容も理解している ９％ 9%

36%

34%

21%

そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

適材適所の人員配置が行われている。

そう思う・どちらかといえばそう思う ４７％

37

114

348

388

501

677

0 100 200 300 400 500 600 700 800

人員配置

人材育成

給与（昇給や勤勉手当）への直接反映

昇任・昇格への直接反映

分限処分（降任、免職、停職、降給）

その他

あなたは、人事考課の結果をどのように活用すべきだと思いますか。 （最大３つまで選択可）

人材配置

人材育成

給与への直接反映
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課題発生の主な要因

働きやすさを感じ
にくい職場環境

本市の時間外勤務時間数は府内ワーストとなっており、原因としては「業務量の増加・複雑化」「日中の窓口や電話対応」

「不公平な業務配分」「業務が非効率」「休職者・離職者の増加」が上位を占めています。

また、60％以上の職員が業務量や業務内容に不公平さを感じています。人材確保・行財政改革の観点からも時間外勤務削減の

取り組みは必要不可欠であり、総量削減はもちろん、行政ＤＸやマネジメントによる業務プロセスの見直し、業務の平準化を推

進し、根本的な要因解決を図る必要があります。

なお、令和５年度に在宅勤務を利用した職員は16人、延べ110人（11部署）となっており、在宅勤務等柔軟な働き方が浸透し

ていない状況にあります。柔軟な働き方に関する制度の拡充により職員が多様な働き方を選択が可能とし、休暇等の取得率を高

めることにより、職員一人ひとりが心身ともに健康な状態で、高いモチベーションを維持しながら安心して働き続けられる職場

になることが求められています。

H

3H

6H

9H

12H

15H

18H

時間外勤務の状況（大阪府内市町村 *町・村を除く） 時間/月

令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査

岸和田市

羽曳野市

79

18

33

58

112

114

121

174

343

0 50 100 150 200 250 300 350 400

業務量の増加、業務の複雑化

日中の窓口や電話対応

不公平な業務配分

業務が非効率

休職者・離職者の増加

デジタル化が不十分

業務遂行能力の低下

必要性の低い残業申請・指示

その他

時間外勤務が多い原因について思い当たるものを選んで下さい。（最大３つまで選択可）

業務量の増加、業務の複雑化

日中の窓口や電話対応

不公平な業務配分
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課題発生の主な要因

6%

35%

41%

18%

そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

異動等の人の入れ替わりに左右されず、円滑に業務ができる環境が整っている。

（例：業務マニュアル作成や引継ぎが適切になされている）

あまりそう思わない・そう思わない ５９％

6%

28%

38%

28% そう思う

どちらかといえばそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

職員間の業務量や業務内容に不公平感がない（特定の人に仕事が偏ったりしていない）。

あまりそう思わない・そう思わない ６６％

0

100

200

300

400

500

600

R05 R06

月別超過勤務時間45時間以上該当者数 （病院・消防除く）

45h以上60h未満 60h以上80h未満 80h以上100h未満 100h以上

５０４人

４０７人

月100時間以上の該当者数の割合

が、3.6％から9.8％へ増加
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第４章 取り組みの方向性

組織・職員のめざす姿、本市の現状と課題を踏まえ、人材育成・確保にかかる取り組みの方向性を示します。

職員の意識改革・醸成に取り組むとともに、職員が課題解決や目標達成に “やりがい”を見いだせるよう制度や

環境等を整備していきます。
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取り組みの全体像

テーマ 全職員の意識改革による組織風土の刷新

組織として取り組みが決定しているにも関わらず、長期にわたり課題解決が進まない現状こそ、組織運営の根本的な問題です。これまでの方針でも「組織・職場目標が

明確にされていない」「職員の意識改革と組織文化・風土の改善が必要」といった課題が指摘されていましたが、今なお同様の課題が残存しており、組織全体として“課題

解決を先送りする文化”が根付いていると言えます。

組織の現状を打破するためには、市長をはじめとするマネジメント層の関わりのもと、職員の意識改革による組織風土の刷新が不可欠です。

めざす姿の実現に向けた意識改革・意識醸成を促進するための制度や仕組みの整備

新たに確保

する人材

今いる人材

組織のめざす姿

職員のめざす姿

職員のエンゲージメント向上

選ばれる組織へ
意識醸成・意識改革

【長期的なインプリンティング（刷り込み）】【継続的なメッセージ発信による徹底的な理念の浸透】

人材育成
人材配置

処遇
職場環境の

整備
人材確保

（採用・離職防止）
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職階 担当員 担当員（高度） 主査・主任 担当長 主幹・参事 課長 部長

重視する
スキル

業務遂行 業務遂行 業務遂行・育成 業務運営・育成 組織管理・調整 組織統率・管理 組織統率・構想

所属の業務遂行に必要な専門知識、公務員としての倫理観

基礎研修

・新規採用職員研修（前期・中期・後期）
・２年目研修「ステップアップ研修 」
・３年目研修「政策形成研修 」
・４～５年目研修「行政課題実践研修 」

・プレ管理職研修 ・新任担当長研修 ・プレ課長研修

・新任課長研修
・管理職リーダー

研修
・プレ部長研修

・管理職リーダー
研修

能力開発
研修

・若手職員研修
・法制執務
・クレーム対応

・法制執務
・自治基本条例
・マニュアル作成

・地方自治法事例研究

・ワンペーパー
・マッセセミナー等

・マネジメント
・情報セキュリティ
・自治体DX基礎

・情報セキュリティ
・自治体DX基礎

・情報セキュリティ
・自治体DX基礎

・情報セキュリティ
・自治体DX基礎

政策形成
研修

・総合計画に関する研修
・財政研修
・行財政改革に関する研修

・スクラップ研修 ・EBPM研修

特別研修

・人権問題 ・人権問題 ・人権問題
・健康管理
・防災

・人権問題
・マネジメント
・メンタルヘルス
・防災

・人権問題
・マネジメント
・メンタルヘルス
・ゲートキーパー養成

・人権問題
・ハラスメント防止

・マネジメント
・メンタルヘルス

・人権問題
・メンタルヘルス

派遣研修 市町村アカデミー・国際文化アカデミー

職員の育成イメージ

キャリアUP≫≫ キャリア相談会
キャリア相談会

キャリア相談会

 適切な評価と人材活用

 一人ひとりが能力・意欲を余すことなく発揮できる環境

DX推進リーダー

DX推進マネージャー

異動 異動 異動 異動 異動

39



職員がやりがいを持って働くためには、「この職場でどう成長できるか」「どんなキャリアパスがあるか」を可視化し、将来に対して個々が「どのように成長するか」

というビジョンを描ける職場作りと、将来のありたい姿の実現に向け具体的な行動を通して成長を実感してもらうことが大切です。

組織が各職員の適性や希望を踏まえたうえで適材適所の人員配置を行い、ミスマッチの早期発見を行うことも、職員の定着に繋がる重要な取り組みの１つです。

人材配置・処遇においては、職員を「人財」として大切にし、人を育てる組織風土の醸成と、職員がやりがいをもって業務に従事できる仕組みづくりを進めます。

職員一人ひとりのキャリアについて、個人で考えるだけではなく、所属する部署や人事部門との対話等の組織的にサポートできる体制の構築をめざします。

取り組み方向性

１．職員の働く意欲と能力を引き出し、生産性を向上させるための人事制度を構築

1. 戦略的な組織体制と職員の適正配置

2. 将来のキャリアプランをイメージしやすい取り組みの推進

3. 能力と実績を適切に評価し、やりがいを実感し、職務を通じて成長することがで

きる人事評価制度の再構築

4. 働くモチベーションを維持・向上させる給与制度、昇任昇格制度への見直し

頑張りが報われる

人 事 制 度 へ
40

課題発生の主な要因となる問題

年功的で横並びの人事管理



取り組み方向性

1. 戦略的な組織体制と職

員の適正配置

合理的かつ効率的な組織体制と職員体制の構築

行政施策、課題に柔軟に対応できる組織・職員の配置

組織の将来を担う職員の発掘や配置にかかる特別職等の関与

将来のポストを見据えた長期的な視点での職員配置

人事情報や個人の適性、希望を踏まえた適材適所の人員配置

60歳以上の職員の能力やノウハウの活用と効果的な配置

2. 将来のキャリアプラン

をイメージしやすい取

り組みの推進

「この職場でどう成長できるか」・「どのようなキャリアパスがあるか」を可視化

最適なキャリアコースを自己選択できる環境づくり

若手、中堅職員を対象としたキャリア相談支援と、中長期的なキャリア意識の醸成

役職定年前の職員を対象としたキャリア相談支援

3. 能力と実績を適切に評

価し、やりがいを実感

し、職務を通じて成長

することができる人事

評価制度の再構築

簡素かつ公平公正な評価手法と評価基準の確立

地公法の規定に基づく評価結果の処遇（昇任昇格・給与等）への適切な反映と反映基準の明確化

苦情処理制度の整備
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取り組み方向性

3. 能力と実績を適切に評

価し、やりがいを実感

し、職務を通じて成長

することができる人事

評価制度の再構築

能力評価制度の再構築

方針に定める「目指す職員の姿」「行動指針」「各職階に求められる役割・能力」といった組

織の求める姿や行動に職員を誘導・育成する。

職員の強みと弱みを把握した上で、強みを伸ばし、弱みを補強できるような育成を行う。

業績評価制度の再構築
組織目標、個人目標の達成による組織への貢献度を可視化し、組織マネジメントの強化につな

げる。

フィードバック面談の充実 人材育成や上司と部下のコミュニケーションの最重要機会として有効活用する。

4. 働くモチベーションを

維持・向上させる給与

制度、昇任昇格制度へ

の見直し

地公法に定める「職務給の原則」「均衡の原則」に基づく職務・職責に応じたメリハリのある職制と給与体系の構築

昇任・昇格基準の明確化と昇格可能年齢の緩和

意欲・能力のある職員の積極的な登用を目的とした昇任試験制度の検討

男女間格差のない人事管理（人事配置や昇格等）の継続・推進

地方公務員法

（人事評価の根本基準）

第二十三条 職員の人事評価は、公正に行われなければならない。

２ 任命権者は、人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するものとする。

（人事評価の根本基準）

第二十三条の三 任命権者は、前条第一項の人事評価の結果に応じた措置を講じなければならない。

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第二十四条 職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

２ 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他

の事情を考慮して定められなければならない。

職種により給料表の適用範囲を定め、職務の複雑さ、困難さ及び責任の程度に

応じて、それぞれの給料表に定める職務の級に区分すること。

給与制度（給料表の構造や手当の種類・内容等）については、人事院等の専門的

な体制によって制度設計されている国家公務員の給与制度を基本とすべき。
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人材育成においては、これまでの方針の考えも踏まえ、職員一人ひとりを大切にし「人を育てる」職場へと変革することを目指します。

職場の中で、組織目標や個人目標を確実に達成するためには、管理職が適正かつ計画的に進捗管理を行う必要があります。また、仕事の生産性を上げ、職員にやりがい

や働き甲斐、達成感を与えるとともに、仕事に前向きで頑張ろうと思える職場を作るためには、管理職のマネジメント能力が不可欠です。そのため、管理職として必要な

役割や能力を明確化し、マネジメント能力を持った所職員の育成に計画的に取り組んでいきます。

合わせて、職員１人ひとりが自身に何を求められているか認識するために、職種・職階ごとに求められる役割・能力を組織の中で明確化・共有し、職員として持つべき

能力・資質の育成を戦略的かつ体系的に行います。

また、社会や時代に適応した組織とするため、理由なく前例踏襲とするのではなく、改善・改革のためのチャレンジを支える組織風土を醸成することで、個々の職員が

新たな改善や改革に前向きに取り組みやすい仕組みや環境作りを進めます。

取り組み方向性

２．抜本的な職員の意識改革と体系的なプログラムの整備等による人を育てる職場づくり

1. 組織理念の浸透と体制の強化

2. 「組織全体視点」「市民視点」の課題や取組内容の共有による職員の意識改革

3. マネジメント能力を持った管理職の育成と意識改革

4. 職場間、部署間コミュニケーション・連携の充実

5. 自己啓発やチャレンジを支える組織づくり

6. 採用から退職までを見据えた体系的な育成プログラムの整備

7. 新人職員の育成

8. ＯＪＴの充実と推進

9. 既存の研修制度の活用・充実

10. 育成型人事配置（ジョブローテンション）によるキャリア支援

11. ＤＸ人材の育成
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課題発生の主な要因となる問題

職員の意識改革や戦略的な人材育成・人事配置

の仕組みが不十分



1. 組織理念の浸透と体制

の強化

人材育成・確保基本方針を職員研修等で活用するなど、全庁あげて「人材育成・確保の目的」「求められる職員像」「行動指針」「各職階

に求められる役割・能力」等の浸透を図る。市長をはじめとする特別職からメッセージを発信してもらう。

2. 「組織全体視点」「住

民視点」の課題や取組

内容の共有による職員

の意識改革

市全体を俯瞰する研修（総合計画、財政研修、行財政改革研修）の実施と受講必須化

課題解決能力や政策形成能力を育成する研修（政策形成研修、ＥＢＰＭ研修等）の実施

実在する複雑な地域課題をテーマとしたワークショップやディスカッションの実施

3. マネジメント能力を

持った管理職の育成と

意識改革

管理職に求められる役割や能力の浸透による管理職としての意識の醸成

組織目標、組織課題、管理職の個人目標を全課員と共有し、確実かつ高い水準で達成させる意識の醸成

4. 職場間、部署間コミュ

ニケーション・連携の

充実

他部署の業務や役割を理解・共有するためのワークショップや研修会等の実施

協議内容、会議内容、研修内容の報告・共有の徹底

他部署の仕事を経験できる制度（ショートステイ、ワークステイ）の推進・拡充

5. 自己啓発やチャレンジ

を支える組織づくり

自己申告制度の有効活用

庁内公募制度による他団体（国／府／民間）への派遣・出向者選定

取り組み方向性

44



5. 自己啓発やチャレンジ

を支える組織づくり

資格取得に関する助成制度の導入

改善提案・研究成果・自主勉強会の報告などの機会を提供し、優秀なものを表彰

リスキリング（学びなおし）やスキルアップにより獲得した能力の人事配置への反映

6. 採用から退職までを見

据えた体系的な育成プ

ログラムの整備

育成の対象となる職員や現場のニーズを丁寧に汲み取った上で、職種、職階、専門性等に応じて必要となる知識・技能の要件を定義し、当

該知識・技能を習得するのに必要となる育成手法やプログラムを体系的に整理

新卒者、社会人経験者、専門職、任期付職員・会計年度任用職員といった職員の属性に応じた育成プログラムの整備

職員研修計画の策定と共有

7. 新人職員の育成

市職員としての自覚、役割認識の徹底

市職員としてコンプライアンス・マナー・接遇の習得促進

早期離職を防ぐためのサポート体制の強化

メンター制度の充実・見直し

基礎的業務遂行能力の習得

取り組み方向性
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8. ＯＪＴの充実と推進

事業や業務における目標やスケジュール、目的意識の共有

業務に関連する法令、要綱等の整理・共有

人事異動や休暇、休職等を見据えた職場研修マニュアルや業務マニュアルの整備

職場研修マニュアルや業務マニュアルを用いた職場内研修の推進

職位や配属年数に応じた業務分担と定期的な分担内容の見直し

業務改善にかかる定期的な検討会等の実施

課内他担当職員との配置転換による定期的なジョブ・ローテーションの実施

9. 既存の研修制度の

活用・充実

自己選択性のカフェテリア型研修の充実

マッセＯＳＡＫＡ研修の活用と職場での積極的な受講の推進

自治大学校、市町村アカデミーへの積極的な派遣

オンライン研修の拡充

広域研修の拡充

取り組み方向性
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9. 既存の研修制度の

活用・充実
国・大阪府など他団体との人事交流の継続

10.育成型人事配置（ジョ

ブローテンション）に

よるキャリア支援

採用後10年程度は能力を開発し活用する期間として、一般事務、一般技術の職においては、3 部門の業務を経験するための人事配置を実施

する。

一部の専門職についても業務の視野を広げるため、採用後10年以内に可能な範囲で他部門の業務を経験させる。

社会人経験者については、専門性の発揮と人材育成の観点から、効果的な人事配置を行う。

11.ＤＸ人材の育成

所属や職位に応じて身につけるべきデジタル技術等の知識、能力、経験等を設定し、体系的なデジタル人材の確保・育成に係る方針や計画

を策定。

デジタルに関する一定の知識・技能と行政実務の知識・経験を兼ね備え、中核となって実務を取りまとめる職員（DX推進リーダー、DX推進

マネージャー）を育成。

デジタルリテラシーの向上、日々進展するデジタル技術を学びつづけ、自らの業務を変革していくマインドの醸成

岸和田市職員デジタル人材育成基本方針及び、ＤＸ人材研修計画に沿ってデジタル人材を計画的に育成する。

取り組み方向性
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職場環境の整備においては、性別、年齢、経験、障がいや病気の有無に関わらず多様な人材が活躍でき、働きがいがあり働きやすい職場づくりが求められます。

働きやすさの観点では、育児や介護が必要な家族など、様々な事情をもつ職員が休業や休暇、時短勤務を選択しやすい環境づくりを推進します。具体的には、休業や休

暇等を取得する側と、取得者の業務をフォローする側の双方の職員が納得感を得られる仕組みを検討していきます。

また、職員が能力開発に取り組む時間の創出やワークライフバランスの充足と、限られた人的資源を優先度の高い課題の解決に集中する環境づくりの両立を図るため、

AIやRPA等の先端技術の活用による業務プロセスの見直しや、事業のスクラップや委託化による事業の効率化、時間外勤務の削減や業務負担の平準化等を推進します。

そして、 「職員を大切にする」という観点から、カスハラを含むハラスメント対策、相談窓口の整備を行います。風通しの良い職場風土を築くことと合わせて、組織と

して不正から職員を守るためにコンプライアンスや公益通報制度に関する取り組みを進めます。

取り組み方向性

３．職員が働きやすさを実感し、仕事に前向きに頑張ろうと思える職場環境の整備

1. 組織エンゲージメントの把握と職員の満足度や意欲の向上

2. 職員の柔軟な「働き方」の推進とワークライフバランスの充足

3. 心身ともに健康に勤務できる職場環境の整備

4. 労働生産性の向上による職員が企画立案、政策形成、能力開発等に取り組める時

間の創出

安心して長く働ける職場へ
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課題発生の主な要因となる問題

働きやすさを感じにくい職場環境



1. 組織エンゲージメント

の把握と職員の満足度

や意欲の向上

職員の組織エンゲージメントの把握

職員が感じている組織運営や働き方に関する課題の定期的な把握・分析と職員の満足度や意欲向上につながる取り組みの推進

HR（Human Resource）テクノロジーを活用した人事施策等の実施

2. 職員の柔軟な「働き

方」の推進とワークラ

イフバランスの充足

テレワークや時差勤務出勤等の推進・拡充

育児・介護、地域活動と仕事の両立支援と家庭事情への相互理解

休業・休暇や時短勤務を選択する職員と業務をフォローする職員の双方が納得感ある仕組みや制度の検討

各種休暇制度の周知と取得推進

社会貢献活動や公務へのフィードバックを望める活動を兼業として許可する基準の整理

3. 心身ともに健康に勤務

できる職場環境の整備

一体感のある職場の雰囲気づくりと、日々のタテ・ヨコ・ナナメのコミュニケーションによる心理的安全性の向上

カスタマー・ハラスメント対策の充実

パワハラ・セクハラ・マタハラ対策・相談窓口の充実

職員の健康管理・メンタルヘルス対策の推進・充実
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取り組み方向性



3. 心身ともに健康に勤務

できる職場環境の整備

健康上の問題や家庭の事情、勤務成績などによる希望降任制度の導入

コンプライアンスの徹底と、組織として不正から職員を守るための公益通報制度の充実

休業や休職職員がいる職場における人員配置上の配慮

4. 労働生産性の向上によ

る職員が企画立案、政

策形成、能力開発等に

取り組める時間の創出

時間外勤務の削減

具体的な数値削減目標の設定

時間外勤務の要因把握と対策の検討

事前承認の徹底による上司のマネジメント強化

会議の効率化や資料作成、文書事務の削減

組織内の業務分担の見直しと業務負担の平準化

効率的な窓口の在り方（開庁時間の短縮を含む）の検討

AIやRPA等の先端技術の活用による業務プロセスの見直し

複数部署で重複する業務を集約し、ムダの削減と専門化による合理化を推進

事業のスクラップや民間委託化による事業の効率化
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取り組み方向性



４．優れた人材を迎えるための組織をあげた積極的な採用と、離職防止に向けた職員を守る取り組みの推進

取り組み方向性

少子高齢化、デジタル社会の進展等により行政課題が複雑かつ多様化する一方、労働市場の縮小が今後見込まれるなかで、住民サービスを継続的に提供するためには、

優秀な人材を安定的かつ計画的に確保する必要があります。

また、人材獲得競争が激化するなかで、就職・転職活動希望者の年齢や情報アクセスツールも多種多様になっています。

採用情報への「アクセスしやすさ」や採用試験の「受験しやすさ」を向上させるとともに、積極的な情報発信により岸和田市で働く魅力を伝えていきます。

具体的には、SNSの活用や、学校説明会等に積極的にアウトリーチするなどが考えられますが、人事部門だけでなく組織全体で採用活動に取り組みを推進していきます。

合わせて、退職者等へのアンケートやヒアリングを通して原因を分析したうえで施策を講じ、優秀な人材の流出を防止していくことで、人口減少や財政的な制約といっ

た課題の中でも、必要な行政機能を維持するための人材戦略に繋げていきます。

1. 市が求める人材の安定的な確保

2. 病休者、早期退職者、内定辞退の予防

積極採用

離職防止
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対応する課題

人材確保の困難性が増している



取り組み方向性

1. 市が求める人材の安定

的な確保

多様な受験対象者や受験方法に係る工夫
通年募集枠の設置・年齢上限の引上げ・試験会場の管外設置・採用手続のデジタル化・採用手

続の広域化（採用試験の共同実施、共同採用方式の実施等）・キャリアリターン制度 他

試験方法や試験内容に係る工夫
教養試験に代わるＳＰＩなどの適性検査の導入 ・口述試験やグループワークといった人物試験

の配点比率の増加 他

採用プロセスの透明化、選考のスピード化

インターンシップ制度の積極的な活用

採用ＨＰ、ＳＮＳ、動画配信等を活用した公務の魅力やキャリアパスの発信

技術系職員確保に特化したリクルート活動の推進

若手職員から仕事内容等を聞ける職員説明会の継続・拡充

近隣自治体と連携した技術系職員や専門職種の共同確保の検討

外部人材の活用（ＤＸ人材等）

人事部門だけでなく全職員で採用活動に取り組む意識の醸成と体制の構築

2. 病休者、早期退職者、

内定辞退の予防

職種・年代別の休職・退職・内定辞退者数の推移の定量的な把握

休職・退職・内定辞退の要因の分析（ヒアリングやアンケート等）と防止策の検討
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第５章 方針実現のために
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方針実現のために

1. 推進体制の構築

本方針の理念を形骸化させずに全職員へ浸透させ、人材の育成・確保・活用にかかる各取り組みを推進するためには、市長をトップとする特別職

の強いリーダシップのもと、人事部門や各職員がそれぞれの役割を認識した上で、連携しながら役割を果たしていくことが欠かせません。

以下の通り、それぞれの役割を明確化し、人材育成・確保基本方針に定める方向性の実現に取り組みます。
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• 本方針の内容を全庁的に周知、浸透に努めるとともに、職員の意識や職場の状況把握に努めながら、本方針に沿っ

た人材の育成・確保・活用を各職場と連携・協力しながら着実に進める。

• 本方針に沿った各取り組みの進捗状況や効果的に機能しているかを客観的な数値を用いて常に確認しながら、適宜

取組内容の見直しや充実を図る。

• 人事諸制度全般の課題把握に努め、運用にあたっては公正性、透明性を高めるとともに、必要に応じて改革、改善

を行う。

人事部門の役割

本方針を全庁的に周知・浸透させ、方針に

沿った具体的な取組推進の旗振り役となる。

職員の役割

上司や同僚と協力しながら方針に掲げる組織

像・職員像・職場像の実現を目指す

• 本方針の内容を理解し、岸和田市の将来像、目指す組織像、職員像、行動指針を意識しながら仕事に取り組む。

• 主体的に意識改革や能力向上に取り組むことにより、自らの能力を最大限発揮することを目指す。

• 時代の変化に適応するため職員同士で学び合い、助け合う風土を作る

• 自身の健康管理にも注意を払いつつ、働き続けたいと思える魅力ある職場づくりの一翼を担う

• 本方針の内容を理解し、職場内への周知・浸透させるとともに、人事部門と連携・協力しながら方針に掲げる組織

像・職員像・職場像の実現と人材の育成に努める。

• 職場内での組織目標の明確化、進捗管理、情報共有を徹底し、マネジメントによる組織力を強化する。

• 部下の意欲や能力を最大限発揮させるため、職員が主体的に意識改革・能力向上に取り組むことを支援する

• 自身や部下が働き続けたいと思える魅力ある職場づくりに努める。

管理職の役割

本方針を職場内に周知・浸透させ、方針に掲

げる組織像・職員像・職場像の実現と人材の

育成に努める



方針実現のために

2. 計画の策定と進捗の管理

本方針に基づく具体的な取組内容とスケジュールを示した計画（アクション・プラン）を策定します。また、各取り組みにKPI（進捗状況を定量的

に評価・分析するための指標）として「めざそう値」を設定し、取り組みの進捗管理を定量的または職員のアンケート等により定性的に効果測定を

行います。効果測定により得られた結果をもとに、アクション・プランの見直しを行います。

特別職への進捗報告や附属機関である人事給与制度調査審議会での審議を定期的に行うこと等により、人事課の取り組みに対して進捗を適正に管

理します。方針策定後５年間を重点集中実施期間と定め、取り組みの検討及び実施を進めます。

なお、 本方針は、 庁内外に公表するとともに、概要版を作成し各種研修等で積極的な活用をすることで、本方針のめざす姿や行動指針、各職階ご

とに求められる役割等を組織全体に共有・浸透を図ります。

3. 定期的な見直し

本方針は、社会や時代の変化等も踏まえ、10年程度のスパンで方針全体の見直しを行います。方針全体の見直しにあたっては、人事部門だけでな

く、組織全体で課題感をもって定性的かつ定量的に現状や課題を把握し、原因を分析したうえで対策を検討・反映します。改定する人材・確保育成

基本方針は岸和田市総合計画の内容との整合性を確保したものとします。また国の制度の変更等による見直しは更新作業を定常業務とします。

見直し後の方針は、職員向けに研修、庁内通知、庁内掲示板を通して改定版方針の説明を行い、改訂理由や新たな重点事項を職員に明確にします。
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